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◎単体自己資本比率（国内基準） [単位：百万円]

平成21年3月31日 平成22年3月31日
基本的項目 資本金 22,725 22,725
（Tier 1） 　うち非累積的永久優先株 － －

新株式申込証拠金 － －
資本準備金 17,623 17,623
その他資本剰余金 0 0
利益準備金 9,535 9,535
その他利益剰余金 45,923 53,224
その他 － －
自己株式（△） 2,171 3,177
自己株式申込証拠金 － －
社外流出予定額（△） 636 680
その他有価証券の評価差損（△） － －
新株予約権 － －
営業権相当額（△） － －
のれん相当額（△） － －
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△） － －
証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） － －
繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
　（上記各項目の合計額） － －
繰延税金資産の控除金額（△） － －
計 （Ａ） 93,000 99,252
　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注1） － －
　うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 － －

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45%相当額 1,200 1,179
（Tier 2） 一般貸倒引当金 4,705 4,794

負債性資本調達手段等 － －
　うち永久劣後債務（注2） － －
　うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注3） － －
計 5,906 5,973
　うち自己資本への算入額 （Ｂ） 5,906 5,973

控除項目 控除項目（注4） （Ｃ） 1,561 1,542
自己資本額 （Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） 97,344 103,683
リスク・アセット等 資産（オン・バランス）項目 792,399 770,783

オフ・バランス取引等項目 9,240 10,325
信用リスク・アセットの額 （Ｅ） 801,640 781,108
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（Ｇ）／8%） （Ｆ） 55,939 55,183
　（参考）オペレーショナル・リスク相当額 （Ｇ） 4,475 4,414
計（Ｅ）＋（Ｆ） （Ｈ） 857,579 836,292

単体自己資本比率（国内基準）＝（Ｄ）/（H）×100（%） 11.35% 12.39%
　（参考）Tier 1比率＝（Ａ）／（Ｈ）×100（%） 10.84% 11.86%
［注］ 1.  告示第40条第2項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券

を含む。）であります。
 2. 告示第41条第1項第3号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
  （1）無担保で､かつ､他の債務に劣後する払込済のものであること
  （2）一定の場合を除き､償還されないものであること
  （3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
  （4）利払い義務の延期が認められるものであること
 3. 告示第41条第1項第4号及び第5号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が5年を超えるものに限られております。
 4. 告示第43条第1項第1号から第5号に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額が含まれております。
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◎業務粗利益の状況 [単位：百万円]

平成21年3月期 平成22年3月期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用収支
(△134)
26,776

(134)
223 26,999

(△146)
27,347

(146)
255 27,602

資金運用収益 (̶)
30,876

(134)
1,045 31,786

(̶)
31,336

(146)
570 31,760

資金調達費用 (134)
4,100

(̶)
822 4,787

(146)
3,989

(̶)
314 4,158

役務取引等収支 1,327 62 1,389 1,192 56 1,249
役務取引等収益 3,730 77 3,808 3,634 72 3,707
役務取引等費用 2,403 14 2,418 2,441 15 2,457

信託報酬 464 － 464 321 － 321
その他業務収支 △2,465 232 △2,232 1,996 233 2,230
その他業務収益 1,485 232 1,717 2,109 233 2,343
その他業務費用 3,950 － 3,950 113 － 113

業務粗利益
(△134)
26,102

(134)
518 26,621

(△146)
30,857

(146)
546 31,404

業務粗利益率 1.96% 1.17% 1.98% 2.14% 1.21% 2.15%
[注] 1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引は国際業務部門に含めております。
 2. （　）内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息（内書き）であり、合計には含めておりません。
  業務粗利益
 3. 業務粗利益率＝ 資金運用勘定平均残高×100

◎資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り [単位：百万円、%]

平成21年3月期 平成22年3月期
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

資金運用勘定 国内業務部門 1,325,710 30,876 2.32 1,439,530 31,336 2.17
国際業務部門 44,191 1,045 2.36 44,947 570 1.26

(25,918) (134) (27,046) (146)
計 1,343,984 31,786 2.36 1,457,431 31,760 2.17

うち貸出金 国内業務部門 1,062,582 27,584 2.59 1,102,337 27,992 2.53
国際業務部門 － － － － － －

計 1,062,582 27,584 2.59 1,102,337 27,992 2.53
うち商品有価証券 国内業務部門 5 0 0.11 12 0 0.42

国際業務部門 － － － － － －
計 5 0 0.11 12 0 0.42

うち有価証券 国内業務部門 255,011 3,241 1.27 301,463 3,292 1.09
国際業務部門 12,501 245 1.96 12,180 233 1.91

計 267,513 3,486 1.30 313,643 3,525 1.12
うちコールローン 国内業務部門 7,856 35 0.44 35,493 41 0.11
及び買入手形 国際業務部門 3,498 54 1.54 3,215 22 0.69

計 11,354 89 0.78 38,708 63 0.16
うち預け金 国内業務部門 28 0 0.16 28 0 0.45

国際業務部門 － － － － － －
計 28 0 0.16 28 0 0.45

資金調達勘定 国内業務部門 1,262,669 4,100 0.32 1,372,309 3,989 0.29
(25,918) (134) (27,046) (146)

国際業務部門 43,695 822 1.88 45,811 314 0.68
計 1,280,446 4,787 0.37 1,391,075 4,158 0.29

うち預金 国内業務部門 1,215,167 3,704 0.30 1,332,913 3,642 0.27
国際業務部門 43,624 821 1.88 45,761 314 0.68

計 1,258,791 4,526 0.35 1,378,675 3,956 0.28
うちコールマネー 国内業務部門 8,552 33 0.38 79 0 0.11
及び受渡手形 国際業務部門 18 0 0.61 － － －

計 8,570 33 0.38 79 0 0.11
うち借用金 国内業務部門 900 21 2.40 796 16 2.12

国際業務部門 － － － － － －
計 900 21 2.40 796 16 2.12

[注] 1. 平均残高は、原則として日々の残高に基づいて算出しております。
 2. （　）内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高（内書き）及び利息（内書き）であり、合計には含めておりません。
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◎国内業務部門の受取・支払利息の分析 [単位：百万円]

平成21年3月期 平成22年3月期
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 1,185 △1,125 60 2,640 △2,180 460
うち貸出金 1,449 △854 595 1,029 △622 407
うち商品有価証券 0 0 0 0 0 0
うち有価証券 △86 △449 △534 589 △538 52
うちコールローン 4 △2 2 121 △115 6
うち買入手形 － － － － － －
うち預け金 △0 △0 △0 0 0 0

支払利息 148 △58 91 350 △461 △110
うち預金 90 △53 38 353 △416 △62
うちコールマネー △14 △12 △26 △32 △0 △33
うち売渡手形 － － － － － －
うち債券貸借取引受入担保金 － 0 0 － － －
うち借用金 △0 △0 △0 △2 △2 △4

[注] 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減に含めて記載しております。

◎国際業務部門の受取・支払利息の分析 [単位：百万円]

平成21年3月期 平成22年3月期
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 1,069 △1,156 △87 17 △493 △475
うち貸出金 － － － － － －
うち商品有価証券 － － － － － －
うち有価証券 41 △4 37 △6 △5 △11
うちコールローン 59 △84 △26 △4 △27 △31
うち買入手形 － － － － － －
うち預け金 － － － － － －

支払利息 898 △1,018 △119 39 △547 △507
うち預金 903 △1,020 △117 40 △547 △507
うちコールマネー △3 △0 △3 △0 △0 △0
うち売渡手形 － － － － － －
うち債券貸借取引受入担保金 － － － － － －
うち借用金 － － － － － －

[注] 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減に含めて記載しております。

◎利益率 [単位：%]

平成21年3月期 平成22年3月期
総資産経常利益率 0.31 0.88
資本経常利益率 4.48 12.76
総資産当期純利益率 0.20 0.56
資本当期純利益率 2.92 8.23

[注] 1. 総資産経常（当期純）利益率＝ 経常（当期純）利益 ×100   総資産（除く支払承諾見返）平均残高

 2. 資本経常（当期純）利益率＝ 経常（当期純）利益 ×100   資本勘定平均残高

◎利鞘等 [単位：%]

平成21年3月期 平成22年3月期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用利回り 銀行勘定 2.32 2.36 2.36 2.17 1.26 2.17
信託勘定 2.23 － 2.23 2.04 － 2.04

資金調達原価 銀行勘定 1.69 3.70 1.78 1.54 2.49 1.59
信託勘定 0.55 － 0.55 0.60 － 0.60

総資金利鞘 銀行勘定 0.63 △1.34 0.58 0.63 △1.23 0.58
（信託勘定を含む総合） 0.65 － 0.60 0.64 － 0.59
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◎業務純益 [単位：百万円]

平成21年3月期 平成22年3月期
業務純益 8,631 13,344
[注]  業務純益とは、貸出、預金などの利息収支を示す「資金運用収支」、信託業務取扱に対しての報酬を示す「信託報酬」、各種手数料などの収支を示す「役務取引等収支」、債

券や外国為替などの売買損益を示す「その他業務収支」を合計した「業務粗利益」から「一般貸倒引当金繰入額」及び「経費」を引いたもので、銀行本来の利益を表すものです。
なお「業務純益」は銀行が一般に公表する損益計算書の様式には設けられておりません。

◎役務取引の状況 [単位：百万円]

平成21年3月期 平成22年3月期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

役務取引等収益 3,730 77 3,808 3,634 72 3,707
うち預金・貸出業務 868 － 868 898 － 898
うち為替業務 1,445 69 1,515 1,436 67 1,503
うち証券関連業務 346 － 346 269 － 269
うち代理業務 958 － 958 897 － 897
うち保護預り・貸金庫業務 15 － 15 15 － 15
うち保証業務 83 7 91 93 4 98

役務取引等費用 2,403 14 2,418 2,441 15 2,457
うち為替業務 230 14 245 224 15 240

◎その他業務収支の内訳 [単位：百万円]

平成21年3月期 平成22年3月期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

その他業務収益 1,485 232 1,717 2,109 233 2,343
　外国為替売買益 － 232 232 － 231 231
　商品有価証券売買益 0 － 0 1 － 1
　国債等債券売却益 1,484 － 1,484 2,107 1 2,109
　その他 0 － 0 0 － 0
その他業務費用 3,950 － 3,950 113 － 113
　国債等債券売却損 1,438 － 1,438 113 － 113

◎営業経費の内訳 [単位：百万円]

平成21年3月期 平成22年3月期
給与・手当 6,373 6,319
退職給付費用 589 730
福利厚生費 102 108
減価償却費 1,203 1,257
土地建物機械賃借料 1,483 1,206
営繕費 40 33
消耗品費 293 266
給水光熱費 248 233
旅費 63 65
通信費 433 405
広告宣伝費 158 255
租税公課 930 990
その他 6,209 6,260
計 18,131 18,131
[注] 損益計算書中「営業経費」の内訳であります。




